
ヤ街が日雇港湾労働者の供給源として大きな役割を

はたしている。一説によれば寿町ドヤ街だけで日雇

の沖仲士が８千人もいるとしているが，いずれにせ

よ40年２月の港湾局の調査結果では，調査対象の日

雇労働者の３分の１が寿町附近に間借りしているこ

とを示している。

この地域は，失業，アブレ，アルコール，賭博，非

行，売血等が集中的にみられてきた。横浜市は37年

３月簡易宿泊所組合事務所を借りて，宿泊者を対象

に生活相談所を開設した。その後39年９月には，青

少年相談センターに不就学，長欠児童を集めてグル

ーク指導を開始し，同年12月には職安旧庁舎に児童

グループを移し、不就学児童対策に積極的にとりく

みはじめた。

40年５月には現在の横浜市寿生活館が発足し，職員

３名が常駐し生活相談事務を開始した。寿学級は当

初数人の職員が職務以外の仕事として始めたものだ

が，現在３人の専門教師が，長欠，不就学などの児

童を指導し，小中学校へ移るための橋渡しの仕事に

努めている。41年８月現在26人のこどもがいるが，

９月からは寿生活館から教室を青少年相談センター

へ移して勉強している。

これまで横浜市ではこの寿町ドヤ街に対する根本的

対策を検討してきたが、41年７月，学者などで構成

される埋地対策研究会から意見書が提出された。そ

の骨子は，ドヤ街を成立させている条件は港湾労働

の前近代性にあるのだから，港湾労働の近代化を図

るとともに,終局的にはドヤ街を除去し,そこを都市

計画の一環として新しい構想で市街地を造成すべき

だとある。そのため当面の対策としては，①実態調

査を行ない科学的データをそろえるとともに，②行

政諸機関が一体となって行政指導をすること、③公

的諸機関を統一する統一機関を設置し，ドヤ街に対

する一貫した姿勢を確立し，それとともに④居住者

に対する生活指導を強化していくことなどである。

この意見書をもとに，横浜市は新しい観点からスラ

ム対策にとりくむため、41年10月，「スラム対策研

究会」を設置し，都市計画，社会政策の両面から検

討することになった。

⑥一学校教育の充実

＜ふえる児童生徒数＞ 最近数年間の急ピッ

チな人口増を反映し，横浜の郊外部における教室不

足はひどくなってきた。市内の公立小中学校生徒数

をみると，小学校では戦後ベビーブームの頂点とな

った34年の16万人を境に減りはじめ，38年には最低

の13万人まで下った。ところが翌39年から再び上昇

に転じ、41年５月１日の小学校生徒数は14万987人

となっている。他方，中学校においては小学校と入

れかおり、34年をさかいにふえはじめ，37年には最

高の７万８千人に達し，再び減少しながら６万１千

人にまでなっている。

■表2－2－13　地域別・日雇港湾労働者数
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こうした小中学校生徒数のうごきは，全国のうごき

を大幅に上回っているのはもちろんのことだが，と

くに横浜の場合こうした生徒数のうごきが地域的に

非常なアンバランスになっていることは注目にあた

いする。増加する生徒数のほとんどは保土ヶ谷・港

北・戸塚・南区の近郊農村地域に集中し，西・中・

神奈川区などの市街地では減少または停滞してお

り，周辺部での増加と中心部での空洞化現象がみら

れている。そのため横浜市ではここ数年間，郊外部

における学校校舎の増設に苦心する一方，中心市街

地における空教室に悩むといった事態がつづいてき

た。

これまでのいくつかの調査や資料によってわかるこ

とは，郊外に家を求めて流入してくる市民の多く

は，若い夫婦のみか，学令前のこどもをかかえた人

たちで，数年後には義務教育課程に入る大量の就学

予備軍をかかえていることである。市教育委員会の

調査では，小学校生徒数はいまの上昇度をさらにう

■図2－2－14　小中学校生徒数の動き（31年を100とする）

■図2－2－15　市内公立中学校児童生徒数のうごき ■図2-2－16　市内公立小学校生徒数のうごき

150 仕事



よめ，昭和45年には18万６千人と41年より２万５千

人もふえると推計されている。また中学校では,これ

まで減ってきた生徒数も41年よりまた増加に転じ，

45年には６万５千人になるとされている。郊外部に

おける生徒数の増加がつよまるとともに，教室不足

は一層厳しくなっていくものとみられる。

＜教室の増設に苦悩する＞ きのうまで山林

や田畑であったところに住宅が立ちならぶ。しかし

すぐ学校ができるものでもなく，こどもたちは30分

も歩いて遠くの学校にかよわねばならない。郊外部

の学校では市外から入ってくるこどもたちで満ちあ

ふれ，教室を増設につぐ増設をしてもすぐ足りなく

なる。ここ数年間の教育行政は，生徒数の増加と二

部授業解消のための闘いの連続だったともいえる。

学校数をみれば37年から41年までに小学校13校，中

学校６校が新設されている。さらに41年度中には小

学校４校が新設されることになっている。

校舎建設では、38年度に新築増築改築等をあわせ

140教室を完成させ，39年度には172教室、40年度に

はじつに223教室という厖大な数の教室建設を行な

ってきている。41年度については当初予算で教室の

建設を計画し，現在は第1次分127教室の工事がす

すめられている。こうした教育環境施設の整備をす

すめた結果，37年度において小学校3,046学級のう

ち117教室もあった不正常授業を39年度までに解消

■表2－ 2－ 14　小中学校教室新増改築数

各校に講堂建設
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し，同じく小学校全学級の32％もの詰込教室（50人

以上）をなくすことができた。しかし，これらの詰

込教室や不正常授業の解消は，教室の大幅増設によ

ってやっと追いついた段階であって，その努力をゆ

るめればまた元へもどりかねない深亥ﾘな事態にある

といえる。

校舎や教室の質の面については、38年以降校舎建設

をすべて鉄筋コンクリート建築にきりかえるのと同

時に，木造校舎を老朽化したものから順次鉄筋に建

てかえてきている。あとでみるように学校の備品や

■図2－ 2－17

教育施設の配置図
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教材の充実に力をいれできたが，とくに児童が大き

くなり体格にあわなくなった机や椅子を、41年度予

算952万円で足のつぎたしが行なわれている。41年

度内にはすべての児童は自分の体にあった机で勉強

できるようになる。

＜講堂とプールを大量建設＞ 教室の整備と

ならんで，39年以降，小中学校の講堂とプールの建

設を重点的に，計画的にすすめてきた。とくにそれ

まで講堂とプールの建設には，市費で一定額（1カ

所について300万～400万円）をだすほか，あとの半

額以上は父母負担でまかなうことが前提となってい

たが、38年度分からはとりあえず補正予算を組んで

父母負担を大幅に減らし、39年度からは全額公費負

担にあらためた。そのため予算額も，講堂について

は38年度の６千万円から39年度３億６千５百万円へ

と６倍に，学校プールについては３千６百万円から

５千６百万円へと大幅増額が行なわれた。

それと同時に，計画的な事業執行体制をつくり，講

堂（兼屋内体育館）と学校プールの設計規格をつく

り，毎年遅れがちな工事をプールは夏までに間に合

わせ，講堂は３月末までに工事完了させていく努力

を重ね，現在ほとんど全部がそのようにすすめられ

■図2－2－18　小学校講堂及びプール普及状況

新設された学校プール

■図2 2 19　中学校講堂及びプール普及状況
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ている。

講堂整備は38年度には小中学校あわせて10校に建設

している。39年度には24校，40年度24校，41年度に

は25校と建設をすすめた。その結果，37年度で全小

学校153校のうち講堂整備された小学校は50校（保

有率33％）だったのが，41年度一杯で166校中99校

　（保有率60％）へと２倍にふえている。また中学校

についても、37年度で62校中15校（24％）に講堂が

あったのが，41年度一杯で66校中49校（74％）と３

倍以上のふえ方をみせている。

つぎに学校プールについては，小中学校あわせて38

年度に13校に建設し，39年度18校，40年度15校，41

年度14校にと建設をすすめ，37年度現在で小学校30

校にしかなかったプールを41年度には72校へと２倍

以上に，中学校では22校から30校へとプール保有校

は全市に広がった。

横浜におけるこうした講堂とプール建設の努力は，

７大都市のなかでもとびぬけた実績をみせている。

＜教育施設の充実をはかる＞ 39年度以降，

市政の重点の一つが教育環境施設の整備にあった｡

それを教育予算についてみると明らかになるだろ

う。35年度で35億５千万円が４１年度現計予算で69億

５千万円と，市政全体の比重のうえでも大きな位置

を占めるようになった。

このような教育内容の充実への方向の一つとして，

教育費の父母負担軽減がある。これまで国全体の教

育水準の貧しさから，教育費の一部を父母負担に頼

るという習慣が身についてしまっている。このPT

Ａ負担とか寄附金はなくなるのが好ましいが，長年

の習慣を行政上の指示で一時に消すことは困難であ

る。そこで各ＰＴＡや学校に対する行政指導で抑制

する一方，これまで父母負担の対象となってきた学

校教材備品費や消耗品費，学校運営管理費など，さ

らにさきに述べた講堂やプール建設費などを年次的

に増加し，ＰＴＡ負担を外から追いだす施策をすす

めた。

表2-2-15にみるごとく、38年度は学校消耗品費と教

室暖房費を大幅増額し、39年度は教材備品費，備品

■表2-2－15　ＰＴＡ負担軽減をめざす教育予算
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整備費、給食費等をふやしていった。こうした措置

を児童生徒１人当りの予算額になおしてみれば、39

年度2,828円であったのが、41年度は7,905円と２倍

以上にふえ，39年度以後とくに急上昇しているのか

よみとれる。

以上のほか，生徒児童を事故から守るため、39年度

から学校外柵の整備に力をいれた。外柵は学校の事

情池応じ，ブロック，金網，木柵などの種類がある

が，毎年５千メートルずつ，41年度一杯までにあわ

せて151校，総延長１万６千メートルにわたって整

備が終ることになる。また鉄筋校舎の改修，修理，

騒音対策には力をそそいできたが，とくに子どもた

ちに明るい教室を確保するため、41年度から教室照

明設備を整備していくこととなった。41年度はとり

あえず34校を対象として仕事をすすめている。

＜特殊学級の充実＞ ……-一一その他の事業の主なも

めに「給食センター」の建設がある。保土ヶ谷区仏

向町に総工費１億２千万円をもって２年がかりで建

設してきたが，41年９月に完成し，同月中旬から活

動に入った。これまで学校ごとに行なっていた給食

調理を近代化した衛生的な設備で集中的に行なうこ

とにした。未給食校14校を対象にはじめたもので、

現在１日1,300人分しか扱っていないが，42年度か

らは１万５千人分を予定している。

また新しい試みとして，41年度より市内中心市街地

に数育相談コーナーを常設することとなった。これ

は専門家による父母，生徒児童，学生，一般の若い

人たちの教育，進学，才能教育，技術教育などあら

ゆる相談を新しい角度から行なう。10月から有隣堂

のなかに場所をもうけスタートした。

特殊学級の生徒などの身体的に障害を負って勉学に

励む子どもに対する施設整備も重要である。まず言

語障害児の指導施設として、39年度に神奈川区幸ヶ

谷小学校に言語障害特殊学級を新設した。現在30名

ほどの生徒が市内各地から通学しているが，41年10

月からスタートする身障センターの言語障害児通園

施設とあわせて，言語障害児対策は力づよく歩みは

じめた。

また盲ろう学校施設の充実を図るため校舎の年次的

増改築計画をつくり，38年度は盲学校、39年度はろ

う学校ときりかえながら整備を行なってきた。こう

して38年度以降，盲学校16教室，ろう学校16教室が

増改築されている。さらに教育内容の充実を図るた

め、38年度から５ヵ年計画で毎年200万円づつをも

って，学校備品，教材の充実を図っている。ろう学

校には電気ドリル等の工作機械など，盲学校には楽

器などの備品や教材，職業教育のための設備の充実

化をすすめ，全国的にも上位の水準に達している。

■図2－2－20　市教育予算の推移
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